
総選挙に向けた東京土建の要求項目 

①格差と貧困をなくし、雇用の安定と働くルールを確立する 

最低賃金を生活できる賃金へ大幅に引き上げ、全国一律の最低賃金時給

1500 円を実現すると同時に、中小零細企業への支援策を一体的に推進し

拡充していく。公契約条例制定自治体を増やし都段階での法整備を推進し

ていく。「雇用によらない働き方」の拡大を阻止し、労働者が安心して働

ける働き方への転換を求めます。 

②建設従事者の権利確立と処遇改善、人が育ち魅力ある建設産業への民主

的転換 

建設現場の安全確保を徹底し、長時間労働をなくし、労働者の権利を守るこ

と、建設技能者の大量育成に力を注ぐこと、アスベスト建材製造企業の責任を

追及し早期の補償基金創設と調査・除去費用助成制度の拡充することを求めま

す。 

③地域建設産業の発展と減災防災のまちづくり 

地域中小建設業者により一層官公需が回る仕組みづくりを強め、住宅改善へ

の助成事業を普及すること、また、自然災害対応を早急に強め、減災防災のま

ちづくり・住まいづくりを促進すること、国内産材の利活用と安定的供給、価

格高騰解消に向けたウッドショック対策を早急に行うことを求めます。 

④社会保障の拡充 

憲法で保障された社会保障制度への転換、自然増分の大幅削減に反対し、医

療・介護・保育・生活保護・年金などの社会保障を国の責任で拡充すること、

さらに公衆衛生・教育・予算の拡充と、最低年金保障制度の創設を求めます。 

⑤消費税減税とインボイス制度の撤回 

消費税 5％への減税と、中小零細業者の営業を直撃するインボイス制度の即時

撤回、大企業優遇税制を抜本的に是正し、富裕層・多国籍企業への応能負担を

求めます。 

⑥日本国憲法を守る 

基本的人権、生きる権利を定めた日本国憲法を守り、人権を抑制する緊急事



態条項創設と平和憲法 9条改憲に反対します。 

⑦エネルギー政策 

地球温暖化対策、CO2 排出量の大幅削減に向けた施策の拡充を求め、原発の再

稼働に反対します。石炭火力発電を廃止し、再生可能エネルギーへの転換で原

発ゼロの実現を求めます。 

⑧核兵器廃絶と基地建設反対  

核兵器廃絶と、日本政府の核兵器禁止条約の批准を求めます。沖縄辺野古新

基地建設、横田基地へのオスプレイ配備に反対します。土地利用規制法や共謀

罪法など人権・自由・団体行動を監視・制約する法制度の廃止・撤廃を求めま

す。 

⑨感染症対策  

感染症対策、コロナ対策の抜本的拡充、PCR 検査の大幅拡充と体制の整備が急

務です。医療従事者が安心して働ける賃金・労働条件の確保、医療機関への経

営支援策拡充、自粛と補償を一体とした中小企業支援策の拡充、雇調の特例措

置の延長を求めます。 

以上 


